
鳥取県森林環境保全税関連事業評価委員会運営要綱

（趣旨）
第１条 この要綱は、鳥取県森林環境保全税関連事業評価委員会（以下「委員会」
という。）に関し必要な事項を定めるものである。
（調査審議する事項）
第２条 委員会は、鳥取県附属機関条例（平成２５年鳥取県条例第５３号）別表
第２で定める事項を調査審議するものとし、その具体的な内容は次の各号に掲
げる事項とする。
（１）鳥取県税条例（平成１３年鳥取県条例第１０号。以下「条例」という。）第
５３条の２１第１号に定める事業のうち、県が森林所有者に代わって行う事
業候補地の選定について

（２）条例第５３条の２１第２号に定める事業のうち、森林ボランティア団体等
から提案のあった企画書等の審査及び選定について

（３）事業採択後の事業効果の検証について
（４）条例５３条の２１に定める事業の見直しの検討について
（５）県がＮＰＯ・ボランティア団体等にフォーラムの開催などを公募委託する
際の委託先の選定について

（組織）
第３条 委員会は、委員１１人以内で構成する。
２ 委員は、別に定める委員をもって構成する。
（委員の任期）
第４条 委員の任期は２年とする。ただし、知事が別に定める場合は、その期間
とする。

２ 委員は再任することができる。
（委員長及び副委員長）
第５条 委員会に委員長及び副委員長を置き、それぞれ委員の互選によって定め
る。
２ 委員長は、会務を総理し、委員を代表する。
３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長が欠けたときは、その職を代理する。
（会議）
第６条 委員会の会議は、鳥取県農林水産部森林・林業振興局長が招集する。
２ 会議の議長は、委員長が当たる。
３ 会議は、委員の過半数が出席しなければ、議事を開き及び議決することがで
きない。
４ 会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは議長
の決するところによる。
（事務局）
第７条 委員会の事務局は鳥取県農林水産部森林・林業振興局森林づくり推進課
におき、委員会の庶務を行うものとする。
（その他）
第８条 前各条の規定のほか、委員会の運営に必要な事項は委員会で定めるもの
とする。

附 則
１ この要綱は、平成２５年１０月１１日から施行する。
２ この要綱の施行の際現に委員である者の任期は、平成２７年３月３１日まで
とする。


